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地盤の液状化により突出した下水道のマ
ンホール（小千谷市城内）

地下埋設のライフライン（ガス・水道・下水道）が
地盤の液状化により寸断した

堀之内浄化センター被害の応急復旧と本復旧（魚沼市新道島）
堀之内浄化センターでは、処理槽や配管の破損により機能が完全に停止したため早急に
仮沈殿池（左写真）等を設置し、１０月３０日に一次処理までの応急復旧を行った後、１２月１０
日に本復旧（右写真）を完了した
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小千谷税務署の仮庁舎の建設
状況（右側が本庁舎）
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２

種　別 管理者 処理場

流域下水道 県 4箇所

公共下水道 8箇所

12箇所

■下水道被害

国　営 県　営 市町村管理 計

1箇所 3箇所 29箇所 33箇所

■公園被害

園路・広場
・休養施設 運動施設 教養施設

その他 計

6箇所 11箇所 2箇所 19箇所

■その他都市施設被害

都市施設の被害と復旧状況

中越地域を中心に１０市１１町４村で都市施設の被災が判明した。被災した下水道、公園、その他都市施設のうち、国庫負担申請

（下水道・公園）と国庫補助申請（都市施設等）が見込まれる箇所は、約４２０件に上っている。
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■官庁施設の被害
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10,00010,400

6,400

1.4倍
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■上信越道の交通量の変化
（新潟長野県境断面）

■磐越道の交通量の変化
（新潟福島県境断面）

《交通ネットワークの復旧》

新潟県内の高速道路は、震源地周辺の中越地域で寸断した。同時に首都圏と新潟を結ぶ幹線道路である一般国道１７

号を始め、８号・１１６号などで通行止めまたは片側交互通行。営業開始から初めてとなる車輌脱線事故により上越新幹

線は運休。東京・越後湯沢間は２５日に運転を再開したものの、長岡・越後湯沢間の運休が続いた。首都圏との高速交通

網は途絶え、中越地域は陸の孤島と化した。

このため、交通ネットワークの早期復旧を進める一方で、高速バスや航空機が代替交通手段となり、新潟～東京間の

交通を確保した。通行止めとなった関越自動車道の代替機能を磐越自動車道と上信越自動車道が分担した。地震発生

前の交通量と比較すると、磐越自動車道が１.６倍、上信越自動車道が１.４倍にそれぞれ増加した。高速バスも増便運行

して首都圏との交通を確保した。

新潟空港発着臨時便利用の状況臨時便に投入されたジャンボ機（新潟空港）

管きょ（km）
マンホール（箇所）
25.7km
433箇所
282.9km
3,040箇所

市町村
（9市11町4村）

308.6km
3,473箇所合　　計

官庁施設の建物被害は、調査を実施した１４２施設の

内、２７施設で判明した。被害程度は比較的小さく、大

半の施設において業務が再開されている。

構造体への被害が発生した小千谷税務署については、

詳細調査の結果、耐震補強を含む本格復旧工事が必要

と判断。現在、設計に着手し、現地では当該工事の着工

に先立ち、仮庁舎の建設が行われている。

官庁施設の被害と復旧状況
地震被害のなかった新潟空港を救援・救助、物資輸送の拠点として活用するとともに、被災の翌日２４日より新潟・羽田間に空

路が開設された。１２月２８日時点で延べ１,０１０便が運行し、約２１万人に利用され、上越新幹線の代替輸送の役割を果たした。

関越自動車道は被災１９時間後の１０月２４日１３時に、直轄国道では、被災３１時間後の１０月２５日１時に緊急復旧を概成し、

緊急車両等の通行を確保した。１３日目には関越自動車道の長岡ＩＣ～小出ＩＣを片側一車線を確保して全線通行を可能と

し、地震発生から約１カ月後の１１月２６日には、関越自動車道は全線復旧している。また、先に片側交互通行で通行を開

始していた国道１７号「和南津トンネル」は１２月２６日、２車線で全線復旧した。旅客の動脈である上越新幹線は、帰省の

ピークを迎える１２月２８日に全面復旧し運行を再開した。




